
中期経営計画 「Ｎｅｘｔ ＣＯＭＰＡＳＳ １４０」

～今こそ、磐石。次の未来のステージへ～

＜進捗状況＞



● 不安定な市況動向により、投資信託は減少したが、それ以外は順調に推移。

(銀証合計、末残)投資信託

Next COMPASS 140

貸出金 （平残）総預金 （譲渡性預金を含む、平残）

計数目標 全体

18/3期 18/9期 19/3期（中期経営計画）

総預金平残 （譲渡性預金を含む） 4兆8,141億円 4兆9,661億円 5兆1,900億円以上

貸出金平残 2兆9,848億円 3兆1,400億円 3兆1,500億円以上

投資信託末残（銀証合計） 1,422億円 1,437億円 3,000億円以上

当期（中間）純利益 109億円 65億円 65億円以上

ROE（株主資本ベース） 4.56％ 5.26％ 2.7％以上

自己資本比率 （バーゼルⅢ完全実施基準） （FIRB） 10.08％ （FIRB） 10.11％ ー

(単位：億円)(単位：億円) (単位：億円)

18/3期 18/9期 19/3期（計画）

49,661

中計目標

48,141

18/3期 18/9期

31,400

中計目標

29,848

17/3期 18/9期

1,436

中計目標

1,422

19/3期（計画） 19/3期（計画）

51,900 31,500 3,000
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３つの重点分野

働き方改革働き方改革

□ “カエル・プロジェクト”始動
□本部業務の再構築
□ １店舗あたりの生産性向上
□安心して働ける場所の提供

トップライン改革トップライン改革

□コア性の高い預金の獲得
□ 貸出ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの再構築
□ 非金利収益を太い柱に
□ 有価証券運用力の強化

地域を支えともに成長地域を支えともに成長

□地域価値向上に向けた取組み
□ コンサルティング機能の強化
□お客さま応対No.１へ
□企業価値向上のための

ガバナンス強化

Next COMPASS 140 計画の全体像

22

基本的な取組姿勢

■ 限られた時間で成果を出す

■ 収益機会を徹底的に追求する

■ 地域とともに成長する

● 計画名称 「 Next COMPASS 140 」 ～ 今こそ、磐石。次の未来のステージへ～



● 多様な働き方への対応・労働生産性向上へ、“カエルプロジェクト進行中”

Next COMPASS 140

働き方改革の実現へ

働き方改革 “業務・風土変革から働き方改革の実現へ”

意識を
カエル

制度を
カエル

手順を
カエル

早く
カエル

・自己の成長をめざす行員への

補助金制度を新設

・働き方改革大賞の取組事例を

共有化

・健康経営への取組み

カエルプロジェクト

・在宅勤務の試行

⇒ ２０１９年１月本格導入

・男性の育児参画

⇒ ３日間 の育児休暇

・プレミアム休暇新設

・社内会議の改革

・会議資料のペーパレス化

・ＢＰＲ活用による時間効率改善

・営業店の業務フロー見直し

・総時間外勤務時間の削減

・月間20時間以上の時間外勤務

を行う行員の削減

・タイムマネジメント研修実施

477,830 時間

440,113 時間

16/3期 17/3期

▲8％

18/3期

390,497 時間

▲10％

19/3期（見込）

390,000 時間

17/3期 18/3期 19/3期

77.7％

83.7％

本年12月
調査予定

従業員
意識調査

「働きがいがある」
と回答した行員の割合

総時間外勤務時間の推移

6％
12％

16/3期 17/3期 18/3期

40％ 40％

19/3期

男性育児休暇
（３日間）

取得率の推移

働き方改革推進に対する外部評価地域の活性化に向けた対外的な取組みと成果

県 ・ 労働局との包括連携協定全国初

働き方改革セミナーの継続開催

鈴木 三重県知事

男性育児参画支援「パパ料理教室」

積極的な広報 ・ 啓発活動 企業間ネットワークを構築

働き方改革情報交換会の開催

認定取得・表彰歴

2016年01月 プラチナくるみん 認定取得

2017年11月
みえの働き方改革推進企業
ベストプラクティス賞 受賞

2018年02月
健康経営優良法人2018
大規模法人部門 ホワイト500認定

2018年05月
日本創生のための将来世代応援知事
連盟将来世代応援企業賞

（見込み）

開催頻度

実施時間

参加人数

効果的な会議への改革

2017年に見直し第 １ 弾実施

会議の質
ステップ
Ｕ Ｐ
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働き方改革 “業務プロセスのデジタル化を担うＲＰＡ推進”Next COMPASS 140

● 約 ５００ 業務をＲＰＡへ転換し、年間約１０万時間の業務自動化をめざす

ＲＰＡ取組みの変遷

2016年

2017年

2018年

・12月～ 取組方針の大枠を検証

・12月 本格展開に向けた全業務の棚卸

・01月 試行結果と本格展開方向性を確認

・04月 本格展開スタート

現 在

格付自己査定業務

残高証明書発行業務

業績集計作業

捜査事項の照会業務

融資契約書の作成

預貸金日足作成

4,576時間

300時間

170時間

3,333時間

244時間

1,500時間

ＲＰＡへの転換状況

28 業務

11,335 時間

（2018年9月現在）

５００ 業務

100,000 時間

の自動化をめざす

業務のロボット化による具体的効果

ＲＰＡ導入 前 効 果 ＲＰＡ導入 後

品 質

スピード

ﾌﾟﾛｾｽ改善

入力ミスの発生

リカバリー作業の発生

転記や帳票印刷などの

単純繰り返し業務

特定の 「人」 や 「時期」

への業務集中

正確性の向上

ダブルチェック作業軽減

自動化による生産性の

向上

標準化・平準化による

残業時間の削減

課題克服とめざすべき自動化

＜更なるデジタル化への課題＞

・業務転換手法の更なる効率化

・業務プロセスの変革

・業務部署内での専担者育成

更なる業務プロセスの自動化
生産性の高い

業務への人材シフト

24

12 業務

4,610 時間
（2018年4月時点）

6,725 時間
捻 出

・ 8月 調査開始

・ 4月

・ 6月～11月

試行開始の決定

試行プロジェクトを展開



Next COMPASS 140 地域を支えともに成長～トップライン改革 具体的な取組み

● コンサルティング機能発揮の取組み事例 ～ 事業承継への積極的なサポート ～

三重県内の現状とマーケット

経営者の平均引退年齢（全国）
出典：中小企業庁「 中小企業の事業承継に関するアンケート調査 （ 2012年11月）

60歳

65歳

70歳

75歳

30年
以上前

20～29
年前

10～19
年前

5～9
年前

0～4
年前

62.6

小規模事業者

中規模事業者

67.767.8
67.5

66.1

61.3

70.570.7

69.8
68.1

引退年齢 ６０歳～７０歳

事業承継コンサル
注力先

約５，０００事業所

事業承継支援サービス

＜ サポート体制 ＞

企業経営者

承継に関する

悩み・課題

悩み・課題

共有

本部専門担当

１４ 名体制

＜ 事業承継コンサル支援件数 ＞

承継ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ契約数 累計 ５４ 件

ＬＢＯﾌｧｲﾅﾝｽ件数 累計 ７ 件

Ｍ＆Ａｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ契約数 累計１９５ 件

25

事業承継ニーズの高い取引先を抽出

① 売上高 １ 億円以上

② 純資産 ５ 千万円以上

③ 経営者年齢 ６０歳以上

ターゲット抽出条件

営業店

ニーズ確認
相談窓口

1人1社お取引先応援運動

204286

16/3期 17/3期 18/3期 19/3期

193

135

275

423

540

250328

561

963

454

上期

（単位：件数）

（見込み）

通期

事業承継相談件数

Ｍ＆Ａ相談件数

情報
トスアップ

提案策定

帯 同



Next COMPASS 140 地域を支えともに成長～トップライン改革 具体的な取組み

● コンサルティング機能発揮の取組み事例 ～ ＰＦＩ 事業 へのプロジェクトファイナンス ～

ＰＰＰ／ＰＦＩ プロジェクトファイナンスの推進

ＰＰＰ／ＰＦＩ 事業の啓発活動

東京大学本郷キャンパス工学部 豊橋市バイオマス資源利活用設備

ＰＰＰ／ＰＦＩ 事業向け

プロジェクトファイナンス初参画

2002年4月 桑名市図書館等複合施設事業

15年

地銀トップクラス
の実績

ＰＦＩ融資引受額累計 （単位：億円）

15/314/3 16/3 17/3 18/3

413
431

480

526

550

19/3
（計画）

561 全国のＰＰＰ／ＰＦＩ 事業に参画

所在地 件数 累計取組件数

愛 知 １７件

東京 ０８件

大阪 ０５件

三重 ０４件

神奈川 ０３件

静岡ほか ０８件

４５ 件

ｱﾚﾝｼﾞｬｰ案件

１９件

約２００億円

うち

国 ・ 地方公共団体

厳しい財政状況

人口減少

インフラ・公共施設

老朽化対策

背

景

内閣府・三重県内の地方公共団体と

みえ公民連携共創プラットフォーム

課 題

連携

産

学 金

官

＜ 設 立 ＞

セミナー ・ 各種勉強会

情報 やノウハウの取得共有

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の活性化 ⇒ ファイナンス案件創出へ

17年11月、18年1月・3月にセミナー開催

三重県内 ３ 事業が進行中
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地域を支えともに成長～トップライン改革～ コンサルティング実績Next COMPASS 140

● コンサルティング機能を発揮し、手数料収入の増加を図る

コンサルティング手数料

役務取引等収益
18/9期

受入保証料

43

受入手数料

5,032

受入為替手数料

1,697

預り関連

1,092

住宅ローン

1,099

コンサルティング

405

その他

902

クレジット

333

ＡＴＭ関連

432

口座振替業務

765

受入手数料内訳

6,772

5,032

コンサルティング手数料推移

確定拠出年金Ｍ＆Ａ手数料

・担当者の実務レベル向上で、一人あたり

案件取扱い件数も着実に伸長。

・顧客への制度周知と取引先企業内での

営業活動により加入者数は順調に増加。

381

750

366

740

405

17/3期 18/3期 19/3期
（計 画）

970

150 125

426

33

36 41

78

加入者数累計 （単位：人）

獲得手数料（単位：百万円）

詳細は30ページ

27

詳細は31ページ

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

17/3期 18/3期 19/3期
（計 画）

146

17/3期 18/3期 19/3期
（計 画）

14,689

16,281

18,623

20,212

21,990

23,750

通期

上期

227249

上期

通期

・18年上期は、通期計画比42％で推移。

・19/3期（通期）は、Ｍ＆Ａ、シ・ローンなど

の実行で、970百万円を確保する見通し。

60

69

上期

通期

42％

34％
52％



Next COMPASS 140

● 中堅・中小企業との対話を通じた取引の推進

トップライン改革 法人向け貸出

ミドルリスク層への貸出の推進

１人１社 お取引先応援運動全店貸出金大相談会

ミドルリスク

貸出増強

４本柱

事業性評価にもとづく融資先数

事 業 性 評 価 資金繰り支援貸出

1,635 先 （総先数の7.5％）

貸出実行累計額 （ 17年～18上期）

456 億円 ※ ｻﾎﾟｰﾄ105など

① 案件数

316 先

378億円

②実行数

139 先

135億円 ※

※ 17年上期 ～ 18年上期での実行

取引先ニーズの掘起し

渉外担当者約 700 名

4,336

4,450

17年3月

【 ミドルリスク層 限定 】 ※ 東京・大阪除く

中堅中小企業向け融資 期中平残推移

（単位：億円）
貸出金の平均利回り

１．４７５ ％
（ 総貸利回り 0.94％ ）

国内部門

収益性の高い

貸出金の伸長

中堅中小企業向け融資の増強（ 平残推移 ）

16上 16下 17上 17下 18上15上 15下

11,718

11,417

11,154

10,901

9,975

10,407

10,621

総貸出残高も ３ 兆円突破
引続き残高増加中

( 17年10月 )

18年3月 19年3月

28

＜ ミドルリスク層 ＞

2018 年 上 期

4,437

上期

通期ｲﾒｰｼﾞ

18/上期
業績改善・事業性評価
に基く信用ランクUP
⇒ ﾐﾄﾞﾙﾘｽｸ層の減少

（単位：億円）

729

707

694

681

681

720

725

10,705

11,114

11,315

11,583

11,836

12,137

12,443
中堅企業向け貸出 期中平残

中小企業向け貸出 期中平残



総合的に医療事業をサポート

Next COMPASS 140

● クロスボーダー融資など高収益案件の増強や医療・介護分野での開業案件を着実に獲得

クロスボーダー融資

・ 優良先かつ高収益案件が多い

・ 専門知識をもった人員を配置

・ 外部弁護士等を活用した国際法への対応力強化

・ 国内メガバンクに加え、外国銀行とのリレーションを強化

トップライン改革 法人向け貸出

238

1,207

1,445

クロスボーダー融資（平残）

円貨建て外貨建て

211

1,438

1,649

19/3期（計画）

233

1,519

17/3期 18/3期 18/9期

234

1,795

1,560

(単位：億円)
医療・介護に関する貸出金（末残）

(単位：億円)

19/3末（見通し）18/9末17/3末 18/3末

・ 医療・介護福祉事業者への支援体制を強化

・ 綿密かつ広域に営業活動を展開することで案件獲得

・ 三重県内における医療診療所・開業融資シェア ７０％

・ 愛知県内の医療・介護向け融資も堅調に伸長

1,266

1,173

1,260

1,283

医療・介護

1,753

＜分析調査（イメージ図）＞
医療経営士・介護福祉経営士

・開業コンサルティング

・資金調達相談

・診療圏・介護圏分析調査

・各種情報提供
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＜当貸ローンの審査態勢＞

①過剰貸付の防止

消費者金融などの債務に、全ての銀行無担

保ローンを加えた広義の「総量」審査を実施

②審査精度の向上

保証会社との情報交換と代弁状況などの確

認・分析による審査精度向上

③貸付実行後の与信審査

保証会社が月次で取得する信用情報にもと

づいた限度額の定期的な見直し

Next COMPASS 140

● 住宅ローン 住まいのちから（プロパー住宅ローン）の推進により、融資残高、手数料収入の増強を図る

● 無担保ローン 住宅ローン顧客へのワンストップ取引推進により証貸ローンの増強を図る

住宅ローン 住宅ローン残高（平残） （単位：億円）

17/3期 18/3期 18/9期 19/3期
（計画）

8,146

9,837

8,908

住宅ローン実行額 （単位：億円）

【 本部 】
・施主・ハウスメーカーの利便性を踏まえた商品力の強化

・パーソナルプラザの生産性向上（事務省力化・分業制の導入）

・本部業務の効率化（RPA、電子契約書、Webスキーム導入）

無担保ローン 無担保ローン残高（末残）（単位：億円）

17/3末 18/3末 18/9末 19/3末
（中計）

215

374
356

175【 当貸ローン 】

・債務者保護の観点に基づいた適切な審査体制の継続

・Ａ Ｉ を用いた顧客セグメント手法の導入による効率的なPR

【 証貸ローン 】

・住宅ローン審査の機会を活用したワンストップ取引の拡充

・住宅ローン利用顧客の利便性拡大

・Web契約スキーム導入による利便性向上

159322

399

146

【営業店・パーソナルプラザ 】

・2019年10月の消費増税前特需を想定した大型分譲案件への

早期対応を展開。

・ハウスメーカー専担者による組織的な関係強化と提携先増加

・事務簡素化による営業力強化と案件成約率の向上

30

トップライン改革 ローン戦略

当貸ローン

証貸ローン

198

158

17/3期 18/3期 18/9期 19/3期
（計画）

1,238
1,058

2,008

1,636中計目標
達成

通期

上期

53％

通期

上期

93％

10,144



Next COMPASS 140

● 資産形成層との接点強化や銀証連携による裾野の拡大を図る

893
425

（単位：百万円）

584

1,369

1,009

2,263

収益計画（預り資産合計単体） 投資信託残高の増強 保険コンサルティング販売の強化
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856

1,173

2,030

840

1,268

2,108

＜平準払い保障性保険有効契約件数＞

17/3期 18/3期 18/9期 19/3期

1,070

1,022

400

428
1,422

1,498

1,047

422

1,469

1,018

418

1,437

17/3末 18/3末 18/9末 19/3末

80,830
74,246

83,985

89,000

トップライン改革 預り資産販売

（計画） （中 計）

（単位：億円）
（単位：件）

17/3期 18/3期 19/3期
（上期：実績 通期：計画）

424

600

1,024

ストック収益

フロー収益

銀行

証券

414

676

1,090

・ 18年6月 「 お客さま本位の業務運営

宣言 ・ 取組方針 」 にもとづく取組

状況のＫＰＩを公表。

・ ライフプランに応じたコンサル営業

・ 資産トータルプランニング課の提案

型営業の展開

・ ＢＰＲによる販売事務効率化

・「ほけんの相談窓口」を活用した

保険の見直しコンサルティング

・「家計見直しキャンペーン」を展開

・ 保険プランナーによる事業性

保険の販売

・ 資産形成層との接点強化

「資産形成応援キャンペーン」展開

対象： 「つみたてＮＩＳＡ」、「iDeCo」など

・ モバイル端末専用の投信・マーケッ

ト情報アプリ「FNタブレット」の活用

上期

通期



トップライン改革 資産トータルプランニング課の成果Next COMPASS 140

● 不安定なマーケット動向により、預り資産販売が厳しいなか、トータルプランニングで顧客の信頼を得る

資産トータルプランニング課による販売力強化 資産トータルプランニング課獲得収益推移

保険プランナー

相続アドバイザー

仲介専担者

税務アドバイザー

・純預金先への事業性保険提案

・相続対策として保険・遺言信託等を提案

・法人先や富裕層への私募仕組債等を提案

・行内税理士による税務アドバイスを展開

営業店
（個人・法人渉外）

お取引先
お客さま

情報トスアップ お客さま本位の
総合提案

高度で幅広い

提案を実現

コミュニケーション強化

ノウハウを営業店へ展開 全体の販売力強化へ

16年上 16年下 17年上 17年下 18年上

保険プランナー ５人 ５人 ４人 ４人 ４人

相続アドバイザー ３人 ４人 ５人 ５人 ５人

仲介専担者 １人 ２人 ２人 ２人 ２人

＜資産トータルプランニング課 配置推移＞

16/上 16/下 18/上17/上 17/下

75

38

14

100
110 105

120

104

79

91 98

29 34 36

22

127

337

587

820

1,062

保険プランナー獲得収益

相続アドバイザー獲得収益

仲介専担者獲得収益

１０億円突破

累計獲得収益

開設 ２年半
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（単位：百万円）



愛知県戦略

Next COMPASS 140

● 効率的な店舗運営への変革を進めながら、成長性の高い愛知県で２５か店体制と貸出金残高1兆円をめざす！

トップライン改革 広域戦略

１０５スマイルタッチ導入

一宮支店新築移転オープン（2018年8月27日）

（単位：億円）

17/3期

7,592
8,478

18/3期 18/9期

三重県

愛知県

一宮支店

守山支店

9,346

愛知県内の貸出金 （残高）

早期１兆円達成へ！

17年9月
(支店開設)
旧店舗

一宮支店住宅ローン残高
（末残） （単位：百万円）

18年8月
(新築移転)

18年3月
(6か月経過)

18年10月
(直 近)

196

3,773

8,089

10,114

支店開設から約 １ 年で

住宅ローン末残１００ 億円 突破

守山支店新築移転オープン（2018年10月29日）
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オープンＡＰＩへの対応によるモバイルサービスの推進

トップライン改革 広域戦略Next COMPASS 140

● APlの体制整備を行い、FinTech企業や異業種とのオープンイノベーションによる革新的なサービスの提供をめざす

銀行システム

当行 I T サービスの充実化

ＦｉｎＴｅｃｈ 企業との連携

展 開
スマートフォン バンクの確立に向けて フィンテックサービスとの連携へ

貯金サービス口座残高表示

口座明細表示

口座開設

外貨預金

諸届出 ・ 諸契約
の電子化

各種照会

新サービス

お客さま
ＡＰＩ
公開基盤

2018年10月
オープン

すべての

当行口座

保有者

＜対 象＞

最先端ｻｰﾋﾞｽの提供

利便性の向上

振込 ・ 振替

ローン ・ 投信

割り勘・送金サービス

決済サービス

資産管理サービス

連携 第 １ 弾
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Next COMPASS 140

● リスク管理態勢を維持・強化したうえで、保有資産の多様化・機動的売買により、収益力の増強を図る

Ａｄｖａｎｃｅｄ ＡＡＡ(ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄﾞ ﾄﾘﾌﾟﾙA)にもとづく有価証券投資方針・計画

Ⅰ アセットアロケーション運用の進展

(Asset Allocation)

Ⅱ 機動的売買の進展

(Active Trade)

Ⅲ アクションプランの進展

(Action Plan)

トップライン改革 有価証券運用

有価証券残高の推移（簿価ベース） 資金運用収益の推移

17/3期 18/3期 18/9期 19/3期（計画）

有価証券利息

（うち解約損益）

18,822
818

20,059
1,506

9,672
799

18,800
1,500

売買損益など (＊)

（うち債券）

（うち株式など）

4,517
482
4,034

1,532
▲2,785
4,318

1,230
▲231
1,461

2,200
-
-

評価損益

（うち円貨建債券）

（うち外貨建債券）

（うち株式・投信など）

135,129
29,447
▲131
105,814

145,031
24,033
▲96

121,094

155,539
18,845
▲425
137,119

-
-
-
-

①

②

(＊) 5勘定尻 ＋ 3勘定尻

① 前期に含み損銘柄の処理を行ったことから、損失額は限定的

② 評価損についても限定的な水準

（単位：百万円）

17/3期 18/9期18/3期 19/3期（予想）

13,958

882

14,038

756

16,845

2,865

14,585

741

19,141

1,298

12,988

771

16,676

509

779

16,435

1,167

950

1,189 1,618

円貨建債券 外貨建債券

株 式 投資信託など

（単位：億円）

リスクカテゴリー別の投資・運用方針
運用対象 今後の方針 方向性

円貨建債券

外貨建債券

株 式

投資信託など

・金利の低位推移と緩和策修正の両面に配慮する。
・安定収益確保の最低限の投資は行うが、積極的なリスクテイクは抑制方針。

・金利上昇による評価損益悪化リスクが高まっており、固定債は慎重姿勢。
・変動債中心に投資する方針。

35

・企業業績を捉えて機動的に売買する方針。

・堅調な企業業績を背景に株式投信を中心に積増し方針。


